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基本方針 平成２０年度　経営環境・事業概況

事業方針
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主要な経営指標の推移

（注）残高計数は期末日現在のものであり、総資産額には債務保証見返は含んでおりません。

（単位：千円）

経 常 収 益

経 常 利 益

当 期 純 利 益

預 金 積 金 残 高

貸 出 金 残 高

有 価 証 券 残 高

総 資 産 額

純 資 産 額

自己資本比率（単体）

出 資 総 額

出 資 総 口 数

出資に対する配当金

職 員 数

1,913,6471,757,178

△39,934

83,426,715

44,395,874

8,210,049

88,474,067

3,924,798

10.62 ％

882,126

8,821,261 口

17,490

139 人

64,844

81,479,589

48,473,331

11,167,120

86,397,942

4,414,441

10.77 ％

857,112

8,571,120 口

17,069

141 人

△106,020184,171

1,795,349

356,775

81,620,892

45,853,833

11,336,972

87,948,026

4,766,382

11.56 ％

841,080

8,410,801 口

25,370

138 人

520,011

2,013,349

188,713

81,519,315

46,582,422

9,673,877

86,904,577

4,875,217

12.26 ％

872,322

8,723,221 口

25,146

128 人

420,150

2,033,812

△740,139

82,068,370

43,662,125

9,268,273

86,514,218

3,974,421

10.20 ％

877,295

8,772,951 口

26,216

129 人

△559,202

経常利益

当期純利益

預金・貸出金の残高 自己資本比率の推移

金融再生法開示債権及び同債権に対する
保全状況（正常債権除く）

業績の推移 経営の健全状況
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平成21年6月25日現在

平成21年6月25日現在役員一覧

事業の組織

西 塚 一 彦

伊 豆 倉 良 信

大 場 成 彦

冨 樫 隆 一

今　田　正　志

後 藤 義 弘

岡 田 　 誠

加 藤 昌 宏

戸 田 栄 一

早 坂 幸 久

清 水 友 三

佐 藤 恒 雄

井 上 幸 夫

職員数･組合員数

職 員 数

組 合 員 数

法 人

個 人

139 名

18,731 名

989 社

17,742 名

129 名

18,589 名

978 社

17,611 名
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第57期通常総代会のご報告

総代選挙区および総代一覧　（敬称略、順不同）

総代との懇談会

菅 井 　 亨 川 田 誠 三 氏 井 隆 夫 岩 月 往 男 佐 々 木 繁 士 竹 川 英 一
榊 　 直 　 佐 藤 恒 雄 大 泉 洋 一 戸 田 紘 義 高 梨 正 剛 梅 津 　 弘
松 岡 茂 暎 大 木 利 二 郎 鈴 木 健 治 柴 田 平 八 郎 竹 川 昭 男 高 木 辰 五 郎
井 澤 源 太 郎 茨 木 久 弥 高 橋 幸 一 菅 井 清 剛 芦 野 松 雄 芦 野 又 三

大 類 一 男 佐 藤 政 弘 加 藤 正 治 鈴 木 喜 左 夫 渡 会 邦 夫長 谷 川 東 洋

奥 山 　 弘 武 田 武 丸 菅 原 孝 太 郎 奥 山 昭 一 斎 藤 功 初 本 間 　 勝
管 　 繁 利 滝 口 俊 一 天 野 禎 二 相 澤 恒 夫 辻 村 貞 雄 菊 地 英 士
飛 川 和 雄 奥 山 栄 悦 佐 伯 信 一 石 山 政 之 輔 寒 河 江 尚 武 田 次 郎
滝 口 義 一 関 　 広 雄
村 上 信 一

岡 田 　 誠 清 野 五 郎
坪 沼 孝 一 山 田 貫 一

小 野 泰 義 土 田 善 幸

加 藤 誠 三 竹 屋 俊 文 堀 米 繁 治 高 橋 栄 吉 草 苅 　 繁 大 場 金 義
清 野 黄 一 郎 真 石 邦 昭 和 田 源 吾 鈴 木 孝 治 庄 司 孝 男 鈴 木 正 寛

早 坂 幸 久 須 田 光 一 加 藤 幸 雄 高 橋 健 司 青 木 利 美 伊 東 洋 一
涌 井 弥 瓶 後 藤 信 而 遠 藤 安 彦 田 中 國 明 高 橋 善 明 高 橋 秀 幸

峯 田 洋 一叶 内 章 二 奥 山 新 一 郎 江 口 清 治 小 林 光 悦 伊 藤 喜 一

並 木 　 弘 黒 田 寿 雄 滝 口 貞 治 森 谷 　 正 居 鶴 弥 次 郎 笹 原 武 雄
小 座 間 善 作 奥 山 新 太 郎 東 海 林 松 男
加 藤 昌 宏

須 藤 芳 男 佐 藤 文 昭 植 野 　 仁

宮 地 真 司 長 谷 川 禎 吉 斉 藤 義 二

大 類 伸 一 大 類 　 登 奥 山 稔 一 西 塚 義 治 小関吉左衛門 石 山 新 一
戸 津 宣 夫 菅 原 明 夫 工 藤 正 廣 斉 藤 惣 一 笹 原 賢 治 井 上 　 正
戸 田 栄 一 木 内 昇 太 郎 寺 崎 勝 美 佐 々 木 正 美

芦 野 　 實

村 山 地 区
（ 本 　 　 店 ）
（ 河 西 支 店 ）

28名
（25名）

尾花沢・大石田地区
（ 尾 花 沢 支 店 ）
（ 大 石 田 支 店 ）

25名
（22名）

東 根 地 区
（ 東 根 支 店 ）
（ 神 町 支 店 ）
（ 東根温泉支店 ）

28名
（27名）

河 北 地 区
（ 谷 地 支 店 ）

16名
（15名）

19名
（18名）

新庄・最上地区
（ 新 庄 支 店 ）

天 童 地 区
（ 天 童 支 店 ）

14名
（13名）

定　数選　挙　区 総 代 氏 名

総代会

当組合の総代会制度

（　　）内は平成21年6月末現在です。
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コンプライアンス（法令等遵守）態勢 リスク管理態勢

金融商品に係る勧誘方針
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地域に貢献する当組合の経営姿勢

○文化的な取組み

○融資を通じた取組み

○社会的な取組み
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地域密着型金融の取組みについて

193

24

69

102

40

428

850

12

3

2

4

0

21

3

11

3

2

2

0

18

3

12

3

2

3

0

20

2

6.2％

12.5％

2.9％

3.9％

0.0％

4.9％

8.3％

0.0％

0,0％

0.0％

―

4.7％

0.3％

100.0％

100.0％

100.0％

75.0％

―

95.2％

66.6％

1

0

0

0

0

1

事 業 応援ローン 186 件 1,064 百万円

産 業 活性化資金

開 業 支 援 資 金

5 件

2 件

189 百万円

53 百万円
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主な融資商品のご案内

住宅の新築・増改築・住宅用地の購入や他金融機関の住宅ローンの借換等
がん保障・三大疾病特約・介護保障付住宅ローンも取扱っております

6,000万円以内 35年以内

介護・加齢対策のための増改築費用等、介護機器等の購入・設置費用、介護施設入居
費用等、福祉車両購入費用等にご利用いただけます

500万円以内 10年以内

県内業者による木造在来工法による住宅リフォーム関連資金（アスベスト・浄化槽等も可）
にご利用いただけます

500万円以内 10年以内

車両購入資金（二輪含む）・車両の修理、車検費用及び用品購入資金等・運転免許取
得資金・ローン借換資金・自動車関連資金などにご利用いただけます

500万円以内 8年以内

貸越限度額30・50・100万円　30・50万円の申込の方で既に取引のある方は所得証明書
等を省略できます

100万円以内 自動更新

1,000万円以内 15年以内住宅の増改築や他金融機関のリフォーム資金に関する借換等にご利用いただけます

500万円以内

3,000万円以内 7年以内山形県信用保証協会保証付にて簡単な手続でご利用いただけます

2,000万円以内 運転資金10年以内
設備資金20年以内山形県信用保証協会保証付にて長期の返済をご希望の方にご利用いただけます

3年以内～10年以内普通保証200百万円
無担保保証80百万円山形県信用保証協会保証付融資一般保証と別枠です

500万円以内 5年以内運転資金・設備資金にご利用いただけます
500万円以内 5年以内事業性資金にご利用いただけます

2,000万円以内 自動更新必要な時に極度額の範囲までご利用いただけます

7年以内農機具購入等にご利用いただけます
500万円以内 10年以内入学金・受験費用や在学中の諸費用にご利用いただけます
300万円以内 7年以内資金使途は自由です。主婦・パート・アルバイトの方は30万円までのご利用になります

200万円以内 7年以内資金使途は自由です。主婦・パート・アルバイトの方は30万円までのご利用になります
200万円以内 7年以内資金使途は自由です。主婦・パート・アルバイトの方は30万円までのご利用になります
90万円以内 自動更新貸越限度額10万円～90万円【10万円単位（但し、初回申込時は50万円以内となります）】

100万円以内 自動更新貸越限度額10万円～90万円（10万円単位）

保険募集指針

当組合の取扱い保険商品一覧
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キャッシュカードの安全対策について

利益相反管理態勢

個人情報保護宣言
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当組合のあゆみ

トピックス

■ピーターパンカード寄付金で優勝旗贈呈

■尾花沢支店開設５０周年キャンペーン

■新庄支店開設４０周年イベント大盛況

主要な事業の内容
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資 料 編

■代表理事による適正性・有効性の確認
■法定監査の状況
■経理･経営内容
■資金運用･資金調達
■その他業務
■経営の健全状況
■自己資本比率規制（バーゼルⅡ）の概要
■手数料一覧

１２
１２
１３
１８
２１
２２
２３
２８

CONTENTS

代表理事による適正性・有効性の確認

法定監査の状況
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経理・経営内容

（単位：千円）

（ 資 産 の 部 ）

国 債

地 方 債

社 債

株 式

そ の 他 の 証 券

割 引 手 形

手 形 貸 付

証 書 貸 付

当 座 貸 越

未 決 済 為 替 貸

全信組連出資金

商工中金出資金

未 収 収 益

そ の 他 の 資 産

建 物

土 地

ソ フ ト ウ ェ ア

（うち個別貸倒引当金）

その他の無形固定資産

その他の有形固定資産

3,122,980

1,118,522

2,527,192

601,907

1,897,670

413,281

1,189,187

40,665,478

1,394,178

2,334

234,900

40,000

399,010

180,175

233,966

539,145

3,569

（△834,398）

1,125

62,640

169,228

17,826,492

5,367

877,295

69,277

16,000

57,062,283

6,686,424

238,665

―

4,555

140,620

1,490

18,449

13,413

31,862

13,180

649,500

2,553,416

2,400,000

（160,000）

153,416

貸借対照表
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 1．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記に

ついては、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

 2．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原

価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものについては事業年度

末の市場価格等に基づく時価法、時価のないものについては移動平均法によ

る原価法または償却原価法により行っております。評価差額は、全部純資産

直入法により処理しております。

　　　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取

引法第2条第 2項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約

に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分

相当額を純額で取り込む方法によっております。

 ３．デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

 4．有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成10年 4月 1日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く。）については、定額法）を採用しております。

また、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　建物　8年～50年　　　その他　2年～20年   

 5．無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利

用のソフトウェアについては、当組合内における利用可能期間（5年）に基

づいて償却しております。

 ６．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上して

おります。

　　　破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破

綻先」という）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質

破綻先」という）の債権については、下記直接減額後の帳簿価格から、担保

の処分可能見込額及び保証による回収可能見込み額を控除し、その残額を計

上しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担

保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額に、過去

の一定期間における貸倒実績から算出した予想損失率を乗じる方法により、

個別債務者ごとに必要と認められる今後一定期間の予想損失額を見積もり、

所定の算出基準による相当額並びに将来見込みに関する必要なその額に相当

する額を引当てております。上記以外の債権については、一定の種類毎に分

類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率に基

づき引当てております。

　　　全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に

資産査定部署が資産査定を実施しており、その査定結果により上記の引当を

行っております。

　　　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保･保証付債権等については、債

権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した

残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は

2,817,300千円であります。

 7．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与

の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

 8．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、簡便法に基づき計算し

た退職給付債務及び年金資産の額に基づき、当期末において発生していると

見込まれる額を計上しております。なお、当組合は複数事業主〔信用組合等〕

により設立された企業年金制度（総合型厚生年金基金）を採用しております。

当該企業年金制度における年金資産は1,767,647千円となっております。

 9．役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員に対す

る退職慰労金の支給見込額のうち、当事業年度末までに発生していると認め

られる額を計上しております。

10．睡眠預金払戻損失引当金は、利益計上した睡眠預金について預金者からの払

戻請求による支払いに備えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失

見込額を計上しております。

11．偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度による負担金の将来におけ

る支出に備えるため、将来の負担金支出見込額を計上しております。 

12．消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。

13．貸出金のうち、破綻先債権額は537,743千円、延滞債権額は3,615,879千円で

あります。

　　　なお、破綻先債権とは、元本または利息の支払いの遅延が相当期間継続し

ていることその他の事由により元本または利息の取立てまたは弁済の見込み

がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分

を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭

和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は

同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

　　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債

務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払いを猶予した貸

出金以外の貸出金であります。

14．貸出金のうち、３ヶ月以上延滞債権額は13,774千円であります。

　　　なお、３ヶ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払いが約定支払日の

翌日から３ヶ月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当し

ないものであります。

15．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は1,151,614 千円であります。なお、貸

出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、

金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に

有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヶ月以上延

滞債権に該当しないものであります。

16．破綻先債権額、延滞債権額、３ヶ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額

の合計額は、5,319,010千円であります。

　　　なお、13から16に掲げた債権額は貸倒引当金控除前の金額であります。

17．有形固定資産の減価償却累計額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　1,362,932千円

18．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額　　　

　  289,714千円

19．手形割引により取得した銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形の額面金額

は、316,203千円であります。

20．担保に提供している資産は、次のとおりであります。

　　　担保提供している資産　　　　　　預け金　　2,000,000千円　　

　　　担保資産に対応する債務　　　　　借用金　　　550,000千円

　　　上記のほか、為替保証金として預け金 2,000,000 千円、日本銀行歳入復代

理店取引のために預け金17,000千円を担保として提供しております。

21．出資1口当りの純資産額は444円 92銭であります。

22．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。

　　（1）売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。

　　（2）満期保有目的の債券で時価のあるもの  

　 （注）１．時価は当事業年度末における市場価格等に基づいております。

　　  ２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

　　（3）その他有価証券で時価のあるもの

（注）１．貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく時

　　  価により計上したものであります。

　　  ２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

　　  ３．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原

　　  価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みが

　　 あると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表価額

社　債　　   100,000　　　  97,240 　　▲2,760　　　 －     　    2,760 
その他　　1,600,000 　　1,409,233 　▲190,767　　　 －　　 190,767
合　計　　1,700,000 　　1,506,473 　▲193,527 　　　－ 　　193,527

時　価　　　差　額　　  うち益　　 うち損貸借対照表計上額
（単位：千円）

貸借対照表計上額取得原価 評価差額 うち益 うち損
（単位：千円）

　　　　　株　式
　　　　　債　券
　　　　　（国　債）
　　　　　（地方債）
　　　　　（社　債） 
　　　　　その他
　　　　　合　計

460,413   
5,893,470   

（2,999,756）
（794,864）
（2,098,849）

248,730  
6,602,614  

415,501   
5,823,279   

（2,921,260）
（810,960）
（2,091,059）

221,460  
6,460,240  

▲44,912   
▲70,191   

（▲ 78,496）
（16,095）
（▲ 7,790）
▲ 27,270  
▲142,374  

1,980   
49,416   

（19,243）
（16,095）
（14,077）
　― 　
51,396  

46,892  
119,608  
（97,740）
（　― 　）
（21,868）
27,270  
193,771  
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　　とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減

損処理」という。）しております。当事業年度における減損処理額は、

315,483 千円（うち株式 264,213 千円、うち外国債券 51,270 千円）

であります。また、時価が「著しく下落した」と判断するための基

準は、「時価の下落率が50％以上の場合、および30％以上の下落が

決算日時点で6ヶ月以上継続し、過去6ヶ月間で一度も30％未満に

縮小しなかった場合」とし「回復する可能性がある場合を除き減損

処理の対象」としております。

　　　なお、上記の評価差額に、その他業務費用にて損失処理したその

他の評価差額5,890千円、繰延税金資産42,392千円を差し引いた額

▲94,092千円が「その他有価証券評価差額金」であります。

23．当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。

24．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります .

　　　売却価額　　　　　 売却益　　　　　売却損

　　　 58千円　　　　　　8千円　　　　　－千円

25．時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額は、次のと

おりであります。

　　　内　容　　　　　　　　 　　　　　　　　　　貸借対照表計上額

　　　　　その他有価証券

　　　　　　非上場株式（店頭売買株式を除く）　　　　42,084千円

　　　　　　その他の証券　　　　　　　　　　　　 　  7,723千円

26．保有目的を変更した有価証券は次のとおりであります。

　　　当事業年度中に満期保有目的の債券額面100百万円の保有目的を、信用リ

スクが高くなったこと等により変更し、その他有価証券に区分しております。

この変更により51,270千円減損処理を行っております

27．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的債券の期間毎の償還

予定額は、次のとおりであります。

28．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から融資

実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限

り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これら

の契約に係る融資未実行残高は、7,543,808千円であります。これらは、原契

約期間が1年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものであります。

　　　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、

融資未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来のキャッシュ･フローに影

響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、

債権の保全、その他相当の事由があるときは、当組合が実行申し込みを受け

た融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条件が付けられ

ております。また、契約時において必要に応じて不動産･有価証券等の担保

を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている当組合内手続きに基づき

顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を

講じております。

29．繰延税金資産の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。

　　　繰延税金資産

　　　　貸倒引当金　　　　　　　　　　　809,693千円

　　　　減価償却費　　　　　　　　　　　 46,582千円

　　　　減損損失　　 　　　　　　　　　　12,248千円

　　　　賞与引当金　　 　　　　　　　　　11,170千円

　　　　役員退職慰労引当金　 　　　　　　32,547千円

　　　　退職給付引当金　　 　　　　　　　58,681千円

　　　　税務上の繰越欠損金 　　　　　　　64,654千円

　　　　その他有価証券評価差額金 　　　　42,392千円

　　　　その他　　　　　　 　　　　　　　37,038千円

　　　　繰延税金資産小計　　　　　 　　1,115,009千円

　　　　評価性引当額        　　　　  　  　△ 784,381千円

　　　　繰延税金資産の純額　　　　　　　330,628千円

30．固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会平成14年 8月 9日）及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 6号平成 15年 10月

31日）を適用しております。

　　　なお信用組合においては、「協同組合による金融事業に関する法律施行規則」

（平成5年 3月 3日大蔵省令第10号）に基づき減価償却累計額を直接控除に

より表示しているため、減損損失累計額につきましては、各資産の金額から

直接控除しております。

（単位：千円）

債　券　　　  900,000 　1,600,000 　 　3,495,000  　  　－ 　   
（国　債）  （200,000）　  （600,000）  （2,200,000） （　  － 　）
（地方債）  （    － 　）　  （300,000） 　（495,000） （　  － 　）
（社　債）  （700,000）　    （700,000）　   （800,000）    （　  － 　）
その他　　　　  －    500,000  　　100,000 1,300,000 
合　計 　 900,000     2,100,000  　　3,595,000  1,300,000 

１年以内　１年超～５年以内　５年超～10年以内　　10年超
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（単位：千円）損益計算書

資 金 運 用 収 益

有価証券利息配当金

貸 出 金 利 息

預 け 金 利 息

その他業務収益

株式等売却益

その他の支払利息

その他業務費用

国債等債券償還損

国債等債券償却

金融派生商品費用

その他の業務費用

その他の受入利息

役務取引等収益

受入為替手数料

その他の役務収益

国債等債券売却益

国債等債券償還益

金融派生商品収益

その他の業務収益

その他経常収益

その他の経常収益

資 金 調 達 費 用

給付補てん備金繰入額

借 用 金 利 息

役務取引等費用

支払為替手数料

国債等債券売却損

経 費

人 件 費

物 件 費

税 金

その他経常費用

貸倒引当金繰入額

貸 出 金 償 却

株 式 等 償 却

その他の経常費用

その他の役務費用

預 金 利 息

固定資産処分益

償却債権取立益

固定資産処分損

その他の特別損失

減 損 損 失

―

466

511

27,619

39,435

利 益 準 備 金

退職給与積立金

特 別 積 立 金

役 員 賞 与 金

（単位：千円）

（注）
　１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
　２．出資1口当りの当期純損失　　4円52銭

16,000

―

26,216

―

―

（年3％の割合）

剰余金処分計算書
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（単位：千円）粗利益

（単位：千円）経費の内訳

（単位：％）預貸率および預証率

（単位：千円）役務取引の状況

（単位：％）総資金利鞘等

（単位：千円）その他業務収益の内訳

（単位：％）総資産利益率

（単位：千円）受取利息および支払利息の増減

（単位：千円）業務純益

資 金 運 用 収 益

資 金 調 達 費 用

資 金 運 用 収 支

役 務 取 引 等 収 益

役 務 取 引 等 費 用

役 務 取 引 等 収 支

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 業 務 費 用

そ の 他 業 務 収 支

業 務 粗 利 益

業 務 粗 利 益 率

1,813,721

222,965

1,590,756

60,325

161,980

△101,655

3,317

7,348

△4,031

1,485,069

1.68％

（注）業務粗利益率＝業務粗利益／資金運用勘定計平均残高×100

受 入 為 替 手 数 料

その他の受入手数料

役 務 取 引 等 収 益

その他の役務取引等収益

役 務 取 引 等 費 用

その他の支払手数料

支 払 為 替 手 数 料

その他の役務取引等費用

60,325

22,366

32,718

5,239

161,980

6,944

109,760

45,275

業 務 純 益 368,905

資 金 運 用 利 回

資金調達原価率

資 金 利 鞘

2.06

1.65

0.41

（a）

（a－b）

（b）

（注）総資産経常（当期純）利益率＝経常（当期純）利益／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×100

総 資 産 経 常 利 益 率

総資産当期純利益率

△0.63

△0.83

外 国 為 替 売 買 益

商品有価証券売買益

―

―

国 債 等 債 券 売 却 益 ―

国 債 等 債 券 償 還 益 2,196

金 融 派 生 商 品 収 益 ―

そ の 他 の 業 務 収 益 1,121

受 取 利 息 の 増 減

支 払 利 息 の 増 減

103,756

140,189

報 酬 給 料 手 当

退 職 給 付 費 用

人 件 費

そ の 他

物 件 費

税 金

固 定 資 産 費

事 務 費

事 業 費

人 事 厚 生 費

有形固定資産償却

そ の 他

779,276

594,208

119,192

65,875

352,529

126,450

60,643

36,634

5,414

56,690

65,912

17,212

無形固定資産償却 783

（期　　末） 53.20

（期中平均）
預 貸 率

預 証 率
（期　　末）

（期中平均）

55.83

11.29

11.61

1,841,766

248,905

1,592,861

63,237

159,947

△96,710

6,279

53,040

△46,761

1,449,389

1.67%

63,237

21,422

24,372

17,442

159,947

7,085

101,155

51,706

28,045

25,940

274,312

2.12

1.72

0.40

△0.11

△0.04

53.21

51.58

9.84

10.86

827,375

599,733

160,606

67,035

355,510

131,737

61,278

34,017

8,554

51,511

1,123

67,288

17,154
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（単位：千円）1店舗当りの預金および貸出金残高

（単位：千円）役職員1人当りの預金および貸出金残高

資金運用勘定、調達勘定の平均残高等

資 金 運 用 勘 定

う ち 貸 出 金

う ち 預 け 金

うち金融機関貸付等

う ち 有 価 証 券

資 金 調 達 勘 定

う ち 預 金 積 金

うち譲 渡 性 預 金

う ち 借 用 金

平成20年度

平成20年度

平成20年度

平成20年度

平成20年度

2.1286,703,884 1,841,766

3.0943,286,270 1,338,814

1.0834,034,550 369,519

―― ―

1.289,117,801 117,571

平成20年度

平成20年度

平成20年度

平成20年度

―― ―

0.2983,948,124 248,905

0.2983,907,871 248,705

0.543,972 21

平成19年度

平成19年度

平成19年度

平成19年度

平成19年度

2.0687,983,598 1,813,721

2.9746,157,509 1,372,251

0.8931,947,631 286,674

―― ―

1.459,603,557 139,522

平成19年度

平成19年度

平成19年度

平成19年度

―― ―

0.2682,719,107 222,965

0.2682,668,790 222,689

0.7610,409 79

千円 千円 ％

1店舗当りの預金残高

1店舗当りの貸出金残高

8,342,671

4,439,587

8,206,837

4,366,212

役職員1人当りの預金残高

役職員1人当りの貸出金残高

579,352

308,304

612,450

325,836

資金運用・資金調達

（単位：千円、％）預金種目別平均残高

流動性預金 19,067,455 22.7

64,840,416 77.3

― ―

― ―

定期性預金

譲渡性預金

その他の預金

（単位：千円、％）

（単位：千円、％）

預金者別預金残高

個 人

法 人

一 般 法 人

金 融 機 関

公 金

78,734,972 94.4

4,691,742 5.6

4,238,521 5.1

81,272 0.1

371,949 0.4

19,056,063 23.1

63,612,727 76.9

― ―

― ―

77,896,729 94.9

5.14,171,640

3,582,723 4.4

103,188 0.1

485,729 0.6

（単位：千円）財形貯蓄残高

財 形 貯 蓄 残 高 129,356131,450

（単位：千円）定期預金種類別残高

固 定 金 利 定 期 預 金 57,306,625

変 動 金 利 定 期 預 金 20,325

積 立 定 期 預 金 15,102

期 日 指 定 定 期 預 金 425,218

56,569,912

20,335

17,415

454,620
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（単位：千円、％）貸出金業種別残高・構成比

貸出金担保別残高

製 造 業

農 業

林 業

漁 業

鉱 業

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

運 輸 業

卸 売 ・ 小 売 業

金 融 ・ 保 険 業

不 動 産 業

各 種 サ ー ビ ス

そ の 他 の 産 業

地 方 公 共 団 体

雇 用・能 力 開 発 機 構 等

個人（住宅・消費・納税資金等）

1,884,845 4.3

809,248 1.9

16,848 0.0

― ―

― ―

2,540,852 5.8

5,810 0.0

― ―

225,171 0.5

2,607,563 6.0

1,574,186 3.6

3,225,839 7.4

9,657,899 22.1

82,264 0.2

1,441,566 3.3

― ―

19,590,030 44.9

当 組 合 預 金 積 金 673,802 1.6

7,441 0.0

10,000 0.0

18,642,187 42.7

有 価 証 券

動 産

不 動 産

― ―そ の 他

18,083,642 41.4信 用 保 証 協 会・信 用 保 険

2,403,819 5.5保 証

3,841,233 8.8信 用

（単位：千円、％）

貸出金種類別平均残高

割 引 手 形 354,905 0.8

1,253,930 2.7

43,142,710 93.5

1,405,962 3.0

手 形 貸 付

証 書 貸 付

当 座 貸 越

（単位：千円、％） （単位：千円、％）貸出金使途別残高

運 転 資 金 13,253,265 30.4

30,408,860 69.6設 備 資 金
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債務保証見返担保別残高

不 動 産 34,408 50.7

13,454 19.8

20,002 29.5

保 証

信 用

（単位：千円、％）

消費者ローン・住宅ローン残高

消 費 者 ロ ー ン

住 宅 ロ ー ン

2,397,035 16.6

12,060,981 83.4

2,338,401 16.2

12,058,326 83.8

46,749 51.0

17,020 18.6

27,820 30.4

（単位：千円、％）

（単位：千円、％）有価証券の種類別平均残高

国 債 3,194,552 35.0

988,065 10.8

2,280,277 25.0

745,829 8.2

地 方 債

社 債

株 式

1,909,077 21.0そ の 他 の 証 券

3,243,147 33.8

1,094,908 11.4

2,509,051 26.1

759,466 7.9

1,996,982 20.8

１．「時価」は、「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会；平成１１年１月２２日）に定める時価に基づいて表示しております。なお、時価のないも
　　のについては、帳簿価格で表示しております。
２．「金銭の信託」、「デリバティブ等商品」については、取扱いがなく表示しておりません。

（単位：千円）有価証券、金銭の信託等の取得価格または契約価格、時価及び評価損益

有 価 証 券
平成20年度末 △338,1778,354,699 8,016,522

平成19年度末 △298,5469,429,985 9,131,438

（注）

（単位：千円）貸出金金利区分別残高

固 定 金 利 12,515,583

変 動 金 利 31,880,291

13,653,730

30,008,395
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（単位：千円）代理貸付残高の内訳

全国信用協同組合連合会

㈱ 商 工 組 合 中 央 金 庫

―

2,076

㈱ 日 本 政 策 金 融 公 庫
（中小企業事業） 48,730

㈱ 日 本 政 策 金 融 公 庫
（国民生活事業） 93,971

独立行政法人住宅金融支援機構 1,139,671

独立行政法人福祉医療機構 2,417

独立行政法人雇用・能力開発機構 ―

そ の 他 ―

―

4,560

61,630

126,511

1,350,488

2,464

―

―

他の金融機関向け
送 金 振 込

代 金 取 立

29,514 21,979

49,149 16,205

811 304

842 3,330

他の金融機関から

他の金融機関向け

他の金融機関から

30,985 20,921

47,296 15,563

838 412

958 2,998

（単位：百万円）内国為替取扱実績

（単位：百万円）公共債窓販実績

■公共債引受額 ■外国為替取扱実績

■外貨建資産残高

公共債（個人向け国債） 130266

その他業務

―

―

―

700

―

200

―

500

―

700

300

600

10

100

―

800

495

2,200

―

1,300

―

―

―

―

―

―

457

―

―

―

10

1,900

457

2,200

795

3,000

―

―

―

400

300

200

―

500

―

1,100

300

600

10

100

―

1,000

495

2,400

―

1,300

―

―

―

―

―

―

601

―

―

―

10

1,900

601

2,500

1,095

3,200

（単位：百万円）有価証券の種類別・残存期間別残高

その他の証券

外 国 証 券

株 式

社 債

地 方 債

国 債

（注）債券は額面で表示しております。

1．住宅金融公庫は平成19年4月1日より独立行政法人住宅金融支援機構に継承されています。
2．商工組合中央金庫は平成20年10月1日より（株）商工組合中央金庫に継承されています。
3．中小企業金融公庫は平成20年10月1日より（株）日本政策金融公庫（中小企業事業）に継承されています。
4．国民生活金融公庫は平成20年10月1日より（株）日本政策金融公庫（国民生活事業）に継承されています。

（注）
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（単位：千円）貸出金償却額

貸出金償却額 9,578169,170

（注）当組合は、特定海外債権を保有しておりませんので「特定海外債権引当金勘定」に係る引
　　当は行っておりません。

経営の健全状況
（単位：百万円、％）リスク管理債権及び同債権に対する保全額

破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

3 ヶ 月 以 上 延 滞 債 権

貸 出 条 件 緩 和 債 権

537 441 96 100.00

3,615 3,151 399 98.21

13 13 0 98.41

1,151 884 16 78.24

平成20年度

平成20年度

平成20年度

平成20年度

581 479 101 100.00

4,231 3,361 729 96.70

25 24 0 100.00

1,554 1,177 41 78.41

平成19年度

平成19年度

平成19年度

平成19年度

１．「破綻先債権」とは、元本または利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により、元本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないものとして未収利
息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という）のうち、法人税法施行令第９６条第１項第３号のイ．会社更生法等の規定
による更生手続開始の申し立てがあった債務者、ロ．民事再生法の規定による再生手続開始の申立てがあった債務者、ハ．破産法の規定による破産の申立てがあった債務者、
二．商法の規定による整理開始または特別清算開始の申立てがあった債務者、ホ．手形交換所の取引停止処分を受けた債務者、等に対する貸出金です。

２．「延滞債権」とは、上記１．及び債務者の経営再建または支援（以下「経営再建等」という。）を図ることを目的として利息の支払いを猶予したもの以外の未収利息不計上貸
出金です。

３．「３ヶ月以上延滞債権」とは、元本または利息の支払いが約定支払日の翌日から３ヶ月以上延滞している貸出金（上記１．及び２．を除く）です。
４．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行

った貸出金（上記１．～３．を除く）です。
５．「担保・保証額（Ｂ）」は、自己査定に基づく担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額です。
６．「貸倒引当金（Ｃ）」は、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引当てた金額を記載しており、リスク管理債権以外の貸出金等に対する貸倒引当金は含まれておりま

せん。

（注）

（単位：百万円、％）金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

不 良 債 権 計

正 常 債 権

100.00100.002,6934332,2592,693

49.0795.611,410621,3481,475

6.3778.48914178971,165

61.9394.085,0185134,5055,334

39,196

平成20年度

平成20年度

平成20年度

平成20年度

平成20年度

100.00100.002,8844572,4262,884

72.8592.831,8043741,4301,944

11.0878.751,243411,2011,579

64.7892.585,9338735,0596,407

37,414

平成19年度

平成19年度

平成19年度

平成19年度

平成19年度

１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。
２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い

債権です。
３・「要管理債権」とは、「３ヶ月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する債権です。
４．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に問題がない債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権です。
５．「担保・保証等（Ｂ）」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
６．「貸倒引当金（Ｃ）」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です。

（注）

（単位：千円）貸倒引当金の内訳

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金 △336,972

64,391 △24,964

497,426

89,355 △32,855

834,398
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自己資本比率規制（バーゼルⅡ）の概要
自己資本の充実の状況について［定性的開示事項］
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100,000
―

―

―

―

100,000

100,000
3,965,791

67,864
2,855,943

10.72％
10.62％

882,126
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―

―

64,391
―
―
―
―
―

64,391
4,065,791

4,001,400

672,700
2,400,000
46,574

70,000
―

―

―

―

――

70,000

70,000
3,967,559

91,589
2,851,937

10.15％
10.20％

877,295
―
―
―
―

―
―
―

105,790
―
―
―
―

―

89,355
―
―
―
―
―

89,355
4,037,559

3,948,204

665,500
2,400,000
111,199

非累積的永久優先出資

期限付劣後債務および期限付優先出資
負 債 性 資 本 調 達 手 段

（単位：千円）

イ. 信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計 1,37834,464

1,37834,464

7175
2887,206
2977,449
2636,576
1563,922
581,463
491,239
2576,432
――
1142,855
1,49237,320

1,44136,025

1,44136,025

7199
2746,866
3428,571
2736,842
1503,750
431,085
611,527
2877,182
――
1142,851
1,55538,877

①標準的手法が適用されるポートフォリオ
　ごとのエクスポージャー

②証券化エクスポージャー
ロ. オペレーショナル・リスク
ハ. 単体総所要自己資本額（イ＋ロ）

（単位：百万円）

1.自己資本の構成に関する事項

2.自己資本の充実度に関する事項

34,396,621

37,320,429

35,934,061

38,877,588
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2,762 2,460 302
―
―
―
―

204

―
200

2,507

92

4,037
―

―
200

900
1,100
1,000
1,705
1,900
1,300
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
― ―
― 428
― ―
― 717
― 228

― ―
― 44
― ―
― ―

― ―

― 51
― ―
― ―
― ―
― 1
― 163

199

―

1,047
20
0
30

3,552

5

―
437
3,315
1,931
3,220
10,739
2,135
15,566

73

29,068
7,346
3,686
1,082
1,619
1,293
730

1,047
20
0
30

3,552

209

―
638
3,514
4,439

3,312
10,739
6,173
15,566
273

29,968
8,446
4,686
2,787
3,519
2,593
730

1 0 　 年 　 超
7年超 1 0年以下
5 年 超 7 年 以 下
3 年 超 5 年 以 下
1 年 超 3 年 以 下
1 年 以 下

そ の 他
個 人
国・地方公共団体等
各 種 サ ー ビ ス
不 動 産 業

金 融・保 険 業
卸売業・小売業
運 輸 業
情 報 通 信 業

建 設 業
鉱 業
漁 業
林 業
農 業
製 造 業 2,419 2,115 303

―
―
―
―

205

100
301

2,592

102

4,649
―

―
199

900
1,400
1,100
800
3,195
1,300
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
― ―
― 556
― ―
― 812
― 333

― ―
― 86
― ―
― ―

― ―

― 61
― ―
― ―
― ―
― 2
― 184

201

―

1,130
19
0
―

3,437

5

―
254
3,047
1,606
3,371
11,262
1,441
16,052

82

30,216
7,707
3,364
1,088
695
1,447
1,611

1,130
19
0
―

3,437

211

100
556
3,248
4,198

3,473
11,262
6,091
16,052
282

31,116
9,107
4,464
1,888
3,890
2,747
1,611

電気・ガス・熱供給
水 道 業

（単位：百万円）

3.信用リスクに関する事項
（1）信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高

平成20年度

平成20年度

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

89

834

64

497

△24

△336

平成19年度

平成19年度

122

2,530

89

834

△32

△1,696

（単位：百万円）（2） 一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
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69
0
―
―
―

―

―
―
18
―
72
441
―
196

33

△12
0
―
―
―

―

―
―
20
―
50

△328
―

△62

△4

56
0
―
―
―

―

―
―
39

5,636―
6,257―
3,719399
11,449―
576787
9,392―
13,872199
336―
――
――

5,931―
4,757―
3,768499
10,732―
788798
9,693―
15,207300
417―
――
――

―
122
113
―
134

29

―
―
―
―
―

―

―
―
―
―
―
―
―
―

―

製 造 業
農 業
林 業
漁 業
鉱 業
建 設 業

電 気 ・ ガ ス
熱供給・水道業

情 報 通 信 業
運 輸 業
卸売業・小売業

０％

１０％

２０％

３５％

５０％

７５％

１００％

１５０％

３５０％

自己資本控除

金融・保険業
不 動 産 業
各種サービス
国・地方公共団体等
個 人

135
0
―
―
―

―

―
―
214
―
54

1,438
―
575

108

△66
0
―
―
―

―

―
―

△196
―
17

△997
―

△378

△74

69
0
―
―
―

―

―
―
18
―
72
441
―
196

33

―
―
―
―
―

―

―
―
―
―
―
―
―
―

―

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（3）業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等

（4）リスク・ウエイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

745
―
―
206
456
8
13
8
51

650
―
―
650
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―

①ソブリン向け
②金融機関向け
③法人等向け
④中小企業等・個人向け
⑤抵当権付住宅ローン
⑥不動産取得等事業向け
⑦三月以上延滞等
⑧その他

655
―
―
208
446
―
―
―
―

162
―
―
96
66
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―

4.信用リスク削減手法に関する事項
（単位：百万円）信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー
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5.派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

平成20年度

平成20年度

上 場 株 式

非 上 場 株 式 等

―

―

―

―

―

―

460

372

415

370

△44

―

1

―

46

―

平成19年度

平成19年度

―

―

―

―

―

―

724

286

599

285

△124

―

32

―

157

―

1,229

（単位：百万円）

該当する事項はありません。

該当する事項はありません。

6.証券化エクスポージャーに関する事項
該当する事項はありません。

7.出資等エクスポージャーに関する事項

8.金利リスクに関する事項

（1）出資等エクスポージャーの貸借対照表計上額等

0 0 ― 264平成20年度
393 145 ― 65平成19年度

出資等エクスポージャー

1,013金利リスクに関して内部管理上使用した金利ショックに対する損益・経済価値の増減額

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（2）子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額等

（3）出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

振り込め詐欺にご注意！
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手数料一覧
■為替手数料

105円 105円
105円 315円
210円 210円
210円 420円
525円 525円
525円 735円
420円 420円

105円 105円
店内210円／本支店315円

420円 630円

420円
105円

420円
420円 630円

■ATM手数料

■融資関連手数料
●不動産担保取扱手数料

●貸付条件変更等手数料

（注）住宅ローンは別に定める取扱い手数料となります。

（注）当組合のATMでの現金振込みはできません。

（注） １. 当組合はセブン銀行とATM提携をしております。　　２. 一部、ATMの設置されていないセブン-イレブンもあります。

■両替・精査手数料■当座預金関連手数料

■取立手数料

■各種手数料
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地区一覧

店舗一覧（事務所の名称・所在地）

本 店 ０２３７－５５－５５８１ ２台

１台

１台

１台

１台

１台

１台

１台

１台

１台

０２３７－２２－１２１５

０２３７－４２－０４５３

０２３７－７２－５１５５

０２３３－２２－２５５５

０２３－６５４－６１１１

０２３７－５６－３００１

０２３７－４７－１１５１

０２３７－３５－５１５０

０２３７－４３－７７００

〒995－0016　村山市楯岡晦日町1番8号

〒999－4227　尾花沢市中町2番56号

〒999－3718　東根市四ツ家一丁目8番20号

〒999－3511　西村山郡河北町谷地甲162番地の1

〒996－0071　新庄市小田島町5番49号

〒994－0002　天童市乱川二丁目4番6号

〒995－0204　村山市大字稲下166番地

〒999－3763　東根市神町中央二丁目9番10号

〒999－4112　北村山郡大石田町緑町9番地の2

〒999－3702　東根市温泉町一丁目6番2号

尾 花 沢 支 店

本店　村山市役所出張所 １台

１台

〒995－0035　村山市中央一丁目3番5号

〒994－0034　天童市本町二丁目4番2号天童支店　天童出張所

東 根 支 店

谷 地 支 店

新 庄 支 店

天 童 支 店

河 西 支 店

神 町 支 店

大 石 田 支 店

東 根 温 泉 支 店

◆店外ATM店
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索　引
　ディスクロージャー誌は、協同組合による金融事業に関する法律(協金法)第6条第1項において準用する銀行法第21条に基づいて作成して
おります。「※」印は協金法施行規則で規定されております法定開示項目、「◎」印は金融再生法に定められた法定開示項目です。

発行　平成21年7月　北郡信用組合　総合企画部　総合企画課
〒995-0016　山形県村山市楯岡晦日町1番8号　TEL　0237-55-7333(代)






